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Ⅰ. 原像

　「近代的行政は，法のもとに法の規制を受け
ながら，現実具体的に国家目的の積極的実現を
めざして行なわれる全体として統一性をもった
継続的な形成的国家活動として理解すべきもの
と考える。」1）

1. 概念の意義と機能

　行政法学に限らず，法律学の科目では，ある
議論が概念から出発することが多い。その目的
は，議論の対象となる事象をイメージしやすく
することと，議論の射程を明確にすることにあ
る。行政法学は行政を対象とする学問であるは
ずであるから，その冒頭で行政の概念が語られ
るのは極めて当たり前のように思われる。とこ
ろが，現在の行政法学の基本書の多くは，行政
概念についての説明をほとんど行っていない。
連載の第 1 回目である今回は，行政概念が扱わ
れなくなったのはなぜなのか，この議論は行政
法を語る上で不要なのかを考えてみたい。
　行政法学ではしばしば，概念の持つ機能に注
目して，「道具概念」と「説明概念」，さらには

「問題発見的概念」という対比が用いられるこ
とがある2）。道具概念とは，法解釈における切
り札として機能する概念である3）。例えば処分
性の概念は，ある行政活動がその定義を充足す
ればその紛争が抗告訴訟で争われる，というよ
うに，解釈上の明確な帰結をもたらす。このよ
うな場合には，その概念にあたるかどうか，つ
まり概念の射程が明確である必要性が高い。こ
れに対して説明概念とは，解釈論や立法論の手
がかりとして事実を規範的に認識する際に用い
られる概念で，その概念が意味するもののイ
メージが明確であることが重視され，射程の正
確さは道具概念ほど要求されない4）。問題発見
的概念とは，説明概念と同じく，事実を規範的
に認識する際に用いられ，それが発想の起点と
なって新たな理論を生み出すものをいう。

2. 積極説の内容

　田中二郎博士の行政法学において，行政の概
念は重要な位置を占めていた。行政の作用の性
質に注目した実質的意義の行政概念の定義をめ
ぐって，それまでは国家作用から立法と司法を
除いたものと定義する控除説が一般的であっ
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